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固定的労働と経済成長の「床」＊

森

「純粋な」烈本主義経済における経済成長

は，「独立な」投資関致が導入されるとき，

特に下方に対して不安定である（完全屈用を

持続しない）ことが知られている。I)

従って，下方に対する不安定性を阻止ある

いは緩和する「床」要囚の解明が不可欠であ

る。3)

通常，労働は，生産証に従って，伸縮的に

調整される，と想定される。本脳は，成此0)

「床」の解明という問題意識にもとづいて，

いくつかの単純化仮定を趾くことにより，特

に不況下において，労働が固定的である均合

と伸縮的である協合の合意の差異を明らかに

する。

＊小論の骨子は，大阪市立大学大学院ゼミナールて

報告された。席上，有益なコメントを与えられた占田

教授，品川教授および諸先生方に深く紙謝する。特

に，瀬岡先生の日頃の御指iりに負うところ大である。

もちろん，ありうぺき誤まりは，箪者の点に帰す。
1)この不安定性は，第n節で示されるように，投

資が予想需要ICより決定されることから生じる。
この投資決定仮品を認めた上で，なお，「均衡成屈

経路」が安定的であることを示そうとするものに，
石川 (2〕，三野 (3),Rose (7)等がある。

特に，石川 (2)は，まず，分配率を所与とし，

投臼が予想需要によって決定される楊合でも，ぁ
る条件が成立するとき，「均衡成長経路」が安定

的となる，と七版する。 しかしながら，その条件

は投沢が資本ストックの埒加関数という一般的で
ない条件であ り，投資が狡本ストックの減少関数

というより一般的な条件を認めると，依然不安定

性が生じることをわれわれは論証できる。
さらに石川 （2〕は，利濶分配）t（は失業率の増

）JllIll数と仮定した上で，投資は予想需要のみなら
ず，（予想）利潤分配率の増加関数と想定する。そ
のとき，石川 (2)は，先の（投臼は資本ストッ

クの培加関数という）条件のもとで，循閉をもた

らす不安定化メカニズムを抽出するが，われわれ
は，石川モデルを前提としたとき，投汽が資本ス

誠

第 I節では，仮定と基本モデルが示され

る。3)第11節では，「下方への不安定性」が示

される。第m節では，固定的労働がig入され

たときの体系の連動が示される。第IV節では，

議論が要約される。

I 仮 定および基本モデル

政府支出および貿易を捨泉した「純粋」汽

本主義モデルにおいて， さらに，次の諸仮定

を選く。

i) 設備の生泥期間およひ耐久期間は一期

とする。従って， t t 1 期において設備が完

全利用されるように t期首の投資が決定され

るとする。

ii) 技術的資本係数（v)および労働生産性

(m) は期間を通じて一定。◄)

トックの拙少関数という条件のもとで，基本的に．

は，蓄秘年の該少ー失棠率の削大→（予想） 1ll潤分

配率の上昇→蓄耕ホの培大，というメカニズムの

ゆえに，「均衡成最経路」が安定的となりうること
を論証できる（森 (5)）。にもかかわらず，瀬岡

• 森 (1 1) で示したように， 特に，経済が下方へ
乖離したときは，かりに利潤分配率が卜分大であ
っても，投密は主に予想需要によって決定される

であろうから，上方へはともかく ，下方への不安

定性はまぬがれないであろう。
なお，森 ．瀬岡 (4〕をみよ。

2)瀬岡 (8.pp. 56一鉛）は，預本家消1tが安定的

であることに注目し，「未亡人のッポ」の肛理ゆえ

に，浴本来梢喪が成怯の「床」たりうることを示
しており奥味深い。小論は，このアイデアに啓発

された。

3)第 1節および第 2節は瀬l.Y，1（8〕第 3-4(とほは

同ーである。

4) Harrod中立的技術進歩を俎淀しよう。そのと
き，技術追歩を外生的とし，技術進歩片を一定と

仮定しても，労働者一人当り実灯貨金が技術進歩

率と等しい率で上昇するならば，本文の内容は品
本的に変更されない。
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第 1図
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か において「紅期均衡」が成立する。

N 

iii)生産物の超過甜要が生じないケースで

は，労働者の貯蓄ゼロ， 臼本家の梢費ゼロと

する。° また，超過鋸要が生 じるケー スでは，

投毀器要が実現され，労働者消費がラッショ

ンされる。すなわち，労働者貯諮が生じる，

と仮定する。6)

iv)労伯者一人当り実預賃金(w)は期間を

5)本稿で用いる超過供給，超過需要は，現実の生
産泣 Y、と打効需要 Y,dとのそれでなく ，生産能

ヵy,` と有効需要 が とのギャップの意味で用
いている。

6)通常の理論では，設術の完全利用とは区別され

た概念と して，正常利川という版念が用いら れて
いる。すなわち，短期限界コストは．殺出呈が正

常利用点を上回ると急激IC上昇するが，なおその

条件のもとで産出盈の増加がuJ能であると考えら
れているわけである。

この仮説を：忍め，現実の生在蘊は有効需要によ
って決定されると号えるならば，超過需要状態に

おける労働者9沿名は生じないこととなる。

そのと き， 設備が正常稼働以上に稼働する場合
には，予想需要成長率が上昇，従って 投資成長

平が増加する（逆は逆）と衿えるならば，以下の
本文での議論は，本質的に変更されない。

しか し， 正常利用の概念の曖昧さゆえに，木文
の仮定を もうける。

通じて一定。

V)相対的過剰人口が，十分に存在すると

する。

以下，基本モデルを示す。

（屈本モデル〕

(1) Y,'= c, + J,d 

(2) I,= I,、
(3) C,=min [wN,, Y,’ーが］

(4) Y，s=-1 I’一1
て9

(5) Y、=mN,

(6) Y,=min [Yi', Y,1] 

(7) l,'=v Y:^  、 ♦ I
〔記号〕 Yヽ： 有効需要， C:実現消費，I‘:

投資需涙， I：実視投資， Yヽ： 生産能力， Y:

生産位，右下添字 t1i, t期を示す。ただし，

似 ：ヽ期首における 、＋1期の予想垢要，

また，記号 (min)は，選択のうち蚊小の値を

示すものとす る。

(1)式は，有効需要が消費需要と投狡甜要の

和であるこ とを示す。

(2)式は，投狡硲要が実現されるという 本節

の仮定 iii)を示す。

(3)式は，仮定 iii)より，超過供給および甜

給一致 (Y,•~ Y,d) のときの実現梢1しは総賃

金部分 wN, であり，超過孟要 (Y,•< Y,り

のときは，完仝利用産出紐から投汽品要部分

を控除した残余が消費されることを意味する。

(4)式は， t期における滸在生産f.tをホす。7)

(5)式は，生産関数を示す。

(6)式は，生産紐が，生産能力を超えること

はできず，生涯能力より布効需要が小なると

き，有効需要によって決定されることを意味

する。

(7)式は，仮定 i)の投汽閑数である。

(1)~(7)は，予想器要 Y1+1が与えられたと

き，Y,,C、， I,,Y,•, N,, Y,, I、d の 7個の変数

を決定する。例えば，設備過剰が存在する場

合は，第 1図のようになる。 Y、および f,＋1

が与えられたとき，生産能｝JY、S および投資

需要 が は所与である。記号（＊）は，変数の

短期均衡値を示すものとすt。

II 下方への不安定性

毎期，設備の完全利用が持萩するとしよう。
l、

すなわち，

Y,=Y、S
より，労働分配；名を O=w/m として

〔完全利用条件〕
1、 1-0
I -＝―=G” ヽ— I V 

従ってまた，

Y,+1 6,= —-=G.. （G、: t期首における予想
Y、

甜要成長率8)）

のように予想：硲製が形成 される場合，かつそ

の楊合にのみ，完全利用成長が持続する。完

全利用成長経路では，設備が増加する条件と 。
7) より一般的には

Y,•=min [/1ー1/99,9/IN、'] (N,•: t期の労伯人口）

であるが，仮定 v)より本文のようになる。

8)木稿で用いろ成長率 x、+1／ェ＇は，通常の意味で
の成長率 (x、+1ーふ）／x,プラス 1である。

してら＞1を仮定する。

t-1 期 まで， 6,＝ら (i~t-1) が成立 し
ていたとしよう。 t期で，たまたま G,<G.. 

という予想が形成されると，完全利用に必要

な労働者が雇用される場合の有効需要を Y,'

として Y,'=[,‘+wN、',N,'=Y,/m より

Y,'-Y,'=l, 1[G,-G.,) 

だから， t期において設備の不完全利月lが生

じる。そのとき，個別資本家にとっては，将

来における より小さい予想盆要の増加を予想

し（6，くら）， 没備の増加を抑えた （あるい

は減少させた）にもかかわらず， t期で設備

過剰が生じたのだから (Y、<Y,•=Y:、)， t+l

期首においては C,-l=G” という実現されな

かった予想を反省し， Gぃ く ら と い う 予 想

を形成するであ ろう。そのとき，t＋1期に

おいても超過供給 (Y,+i<Y、+1'=¥1+1)が生

じ， t期における予想 C、にもとづく設傭 lt+I

がなお過大であったこ とが反省され t+2期

首においては， t;,+a<G、 と予想されるであ

ろう。”かくて，一旦， G<G..という予想が

形成されると，投炎の増加率の減少→有効福

第 3図

I,=G,./、ー1

45• 

I、-l

9)瀬岡 (8.p. 49)。そこでもセ弧されているよう

IC, G’＂~G.. という予想が形成されないであろ
ぅ，ということが重要である。従って，G,くG、+1
という強い不安定性が生じる必然性はない。例え
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要の増加率の減少→（設備の増加率の減少に

もかかわらず）設備の不完全利用→（予想孟

要の過大評価という資本家の認識により）投

資の増加率の減少，というプロセスが継続し，

早晩，投資の増加率は 1を下回って，さらに

減少を続けてゆくであろう。このような (I1,

II—I) の運動は第 3 図のように示される。

本節の内容を命題としてまとめておこう。

〔命題 1〕「資本主義経済において，設仙の

不完全利用が生じるとき，労働者が伸縮的に

調整されるとする。そのとき，一旦，完全利

ば，G,<Gwのときに生じる超過供給は一時的な

ものと認知され，当面 G,=G,+1=・..という予想

が保持され，超過供給が恒常的と確認された後，

予想需要成長率が低められるかもしれない。この

第 2図

It G,. 

用成長経路から下方へ乖離するならば， 自生

的な上方転化は生じない。」10)

Ill 固定的労働の蒔入

今までのところ，労働者は生産批にともな

って 自由に増減できるとみなしてきた。しか

し，現実に，不況下においで労働者は， さほ

どフレキシ プルに解雁されない（労働のスト

ック 化）。

木節では，次0)ように考えてみる。すなわ

ち，森秘率 (/,/1，-1) が小なる場合における

とき，第2図に示されるように下降局面は，より

緩やかなものとなる。

なお，瀬問〔10)における予想形成態度を参照

されたい。

／ 

./ 45° 
../ 〇

9, • 9, • 

゜
10)後出，注19)i)参照。設備の耐久性を考匝した

とき，次の点が璽要であろう。

超過供給が継続するとき，資本ストックの不完

全利用が生じても，なお，（特に設備の耐久性を考
峨すると）完全利用に必要な労働者は一時的には

罷用され続けるかもしれない。しかし， そのとき

｛兄＇＝が＋OY,S
Y、s=K、/？I(K、: t期の資本ストック）

I、-1

Y,'-Y、s=（が／k＇―ら） KI
だから，蓄桔率が／k、が G山より小なる限り，

完全利用に必要な労働者による有効揺要は完全利

用産出盤より小である。この場合，設備蛍も一時
的に維持されて，たとえが／k戸減価償却率であ

っても，それが Gwより大でなければ結果は同じ

である。

設備の不完全利用が継続するとき，ある部分

の労働者は伸縮的に解屈されるが，他の一定

部分の労働者は，なんらかの経済的 ・制度的

・社会的理由により徐々にしか解屈できない，

としよう。11)

そこで，伸縮的調整可能な労働者の解雇が

完了する時期を 0期とし，その時期の固定的

労働者を灯とする。そして，固定的労働者の

残存率 8=fl，+1I凡 (O<o~l, t~O) を一定
と仮定してみよう。12)

11)経済的理由としては，例えば，次のようなもの

があろう。すなわち，雇用され続けてきた労働者

は，企業に特有な個別専門的知識を持つ労働者で

あり，新規雇用労働者はすみやかに企業内生産1こ

適合できない，と考えてみよう（労働の再雇用コ

スト）。そのとき，たとえ有効器要が低下しても，

もし企業家が長期における需要の回復を確信する
ならば，将来すみやかに生産を拡大するために，

既存労働者は過剰に雇用され続けるであろう。

あるいは，個別企業にとって経営を継続するた
めには，間接労働，直接労働を含めて，企業経営

上技術的に最低限必要なスクッフ社が存在し，生

産活動は，その人口以上においてのみ可能であり，
その人員以下の雁用ならば企業を解散せざるをえ
ない，と考えることもできよう。

ところで，企業の生産活動に最低限必要な要因

は，設備にもある。そこで，設備の最小規模1を
考慮するとき，企業家が!..を保持しようとするな

らば'!..を完全利用する労働者がちょうどぎに等

しいとき

{:、1=1+OY,s
1 Yf=-l v-

より，ど,'-Yt'=J_(1-G叫だから，超過供給が

生じる（設備の耐久性を考えても，成長条件とし

てらが減価侯却率より大だと仮定する限り，同

様である）。従って,ざ>.!_／mv （完全利用に必要

な労働者）なるときのみ，最低限必要な人員によ

る 「床」が可能となる。
制度的理由として，日本の終身雇用制がある。

もっとも，レイ ・オフができる場合も，失業手当

がある場合には，以下の議論は本質的には変らな
い。

社会的理由として，退酷金が存在しても，また，

設備毎に生産性の格差があっても，解雇者を指定

し難いという事情が考えられる。
しかし，いずれにしても，さらなる，経済学的，

経営学的，社会学的，心理学的考察が不可欠であ
る。

そのとき，凡＝がNだから， t期における

有効需要および生産能力は次のようになる。IS)

すなわち，

{ W=1、+wN、
加＝1,ー1/v

ここで，前節の投資調整態度により， I、=

vc,名=vG、6，ー1…C。f。だから，記号 rrを

直積記号として，需給ギャップ (Y,4 -Y,•)

は，一般的に，次のよう になる。すなわち，

^'ー1^ Y,d-Y、•=Yo (vG,-1) II G.+a1wiv 
k=O 

かくて，次の定理が成立する。

〔定理 1〕「〇期に超過供給 (Y。d<Y討）で

あっても， 8が十分 1に近ければ，早晩，超

過供給は消滅する。」

く証明〉 0期にはすでに C。<1で，それ以降

超過供給が続く限り G,<1である。ところで，

8が十分 1に近ければ，右辺第2項は正でか

つ十分ゆっくりと減少する。他方，右辺第 1

t-1 ^ 

項は負 (:•G,<1/V) ＂)であるが， n GK ii t 
贔=0

が大となるにつれて減少し (•:G<1) ゼロ に
近付くゆえ，ゼロに近付く。 (Q.E.D.) 

これを， It-l/V-I,（生産能カマイナス投資

需要）曲線と がwN（消費需要）曲線を使っ

て図示すると， T期に甜給一致が成立すると

して，第4図のようになる。

12)厳密に終身雇用制が行なわれるならば， 8は1

マイナス停年退朦率となる。

13)固定的労働が存在しない場合の t期における雇

用労働を，あらためて N,=I、/m(l-fJ) とし（た

だし，l,:固定的労働が存在しない場合の t期に

おける投資），分析の興味ある場合として，ii，<
がNが成立すると仮定する。ちなみに，すぐ本文

で用いる表記法では，6Kを固定的労働が存在し
ない場合の K期首における k+l期の予想需要成

～ヽ
率とすると，この条件は， IIGk<cJ' を仮定する

k=I 

ことと同値である。

14)なお，消費が正という条件として， vG、<1が

仮定される。
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万において短期完全利用均衡が成立する。

定理 1の経済学的含意は，基本的には次のよ

うなものであろう。すなわち，有効需要は投

資需要と消喪需要からなる。超過供給 (Y,•>

沢） により予想需要成長率 (Ct)が低下して

ゆくとき，投賓需要が減少 してゆくが，この

ことは，同時に，生産能力が低下することを

意味する。他方，固定的労働者の存在により，

消黄需要が徐々にしか低下してゆかないから，

投資需要の減少にもかかわら ず， 有効需要

が血勺＝C,＊

N 

(Y，りの減少速度は，生産能力 (Y、S)の減少速

度より小となり，超過供給は消滅する，とい

うわけである。

て期の生産量および雇用試は第 5図のよ

うになる（雇用量 凡 は，短期独立変数であ

ることに注意）。15)

15) 1,/ 1,-1< 1くら の状況を分析しているから，
Y,'<Y心 ゆえに，Nrは，完全利用に必要な労

働者 N9’より大であることに注意。
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て期以降を考察しよう。

四＝加 のとき， 凡 ＝がN のて期におけ

る雇用労働者は，設備を完全利用するのに必

要な労働者 Nて＇を上回っているという意味で

過剰なのであるから，さにに 8の率で減少し

てゆくと考えてみよう。

そのとき， t'+l期において

Ef+1=Yr+1d-Yr+1s 

= (vG,.1 -1) Gふ＋が"W”
しかるに，

E,= (vG,-1)名＋8'wFl=O

ゅぇ， WNを消去して

Er+1=Y,[(l-vG,)o-(l-vG,+1)句
これを利用して次の定理2が成立する。

〔定理2)「て期に需給一致(Y,d=Y,$)が成

立するとき， 8が十分 1に近ければ，て十1期

において超過需要 (Y"1d>Y,+i')が生じる。」

〈証明〉 T期に超過供給が消滅しているから，

少くとも G9+1=Cr。16)ゆえに

E,+1 ;:;; Y, (1-vぬ（8-Gr)

G,<1に注意すれば， 8が十分 1に近いなら

ぱ C,<8とな って E9+l>0。 (Q.E.D.) 

一般に， r期以降において

E、＝名（vG,-l)+o'wN （ただし t~て）
である ことを利用すると，次の定理 3が成立

する。

（定碑 3〕「て＋1期に超過需要が生じる と

き， G,が 6より小であれば，それ以降にお

いても超過甜要が生じる。」

く証明〉仮定より E,+1>0が成立する。他方，

一般に瓦＞0ならば E1+1>0であることが

定理 2と同様にして証明できる。すなわち，

仮定

E,＝名 (vG、―1)＋がwN>O

より

E1+1 = Y1+1 (vG、+1-l) +at+lwF/ 

>Yい (vG1+1-1) -BY, (vG、-1)

16)ただし， G,が十分小なるとき，Gf+1<Grにお
＾ いても超過需要が生じることを示すことができる。
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=Y,[G,(vG1+1-l)-o(vG,―1) ]=Et+I 

t期に超過儒要が存在しているこ とから

G,+1~G,。そこで
Et+I ~ 兄 (G,—o) (vG,—1) 

かくて， 6/三8ならば， C1<1/Vより，右辺

はゼロあるいは正。 (Q.E.D.) 

超過需要が継続すると き， G、は傾向的に

上昇し，やがて 8に達する。このとき，定理

3の証明から明らかなように，なお超過器要

が継続するから， C、は 8を超過すると考え

られる。

さらに，次の定理4が成立するこ とは自明

であろう。

（定理り「G,>oのとき，超過需要が継続

する必要十分条件は

C,＞告[1一号］鴫＊
である。」

すなわち， G,>oにおいて超過需要が継続

するならば，がwN/Y, は次第に減少， 従っ

て G,＊は増加するから， さらに超過需要が

継続するためには， G1が十分上昇し続けな

ければならない。1”その条件が満足され続け

るとき，G1 は 1より大となり，早晩，過剰

労働は消滅する。18) そのとき，次の定理 5が

成立する。

〔定理的 「t期に過剰労働が消滅したとき，

G,+1こG” ならば，t+l期以降（超）完全利

用経路が達成される。逆に，G1+1<G山な ら

ぱ，超過供給が生 じ，再び下降過程が始まる。」

〈証明〉前節の談論より， 固定労働が存在し

ないとき，

17) 6,>6のとき， 6‘w凡ふの減少は明らか。す
なわち，

勺竺号土で（合→）く0

18)換言すれば，G山>G,>1のとき，{;,が十分に
増加していかないならば，超過供給が生じるから，
有効需要で決定される労働需要は一時的に増大す
るものの，過剰労働が消滅せずに不況過程に突入
することとなる。
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第 7図
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が成立すること から明らか。 (Q.E.D.) 

定理 2, 定理 3' 定理 4および定理 5の経

済学的含意は基本的に次のようなものであろ

う。すなわち，需給一致が生じた後，予想需

要増加率は，当初，なお 8より小さく，投資

はなお減少し続けるから，固定的労働者従っ
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平行な直線上は需給一致を示し， その右側は超過供給，左側は超過需要を示す。なお，
域では屈用労働者は，固定的労慟者より大である19)。

I、ー1

E,点の東北領

19) E,点では，需給一致かつ労働据要は固定的労働

者 凡＝tJ'Nと等しく （Lー1,71)＝（て919ぶり，（1-0)

”ぶり）である。
t期において，超過供給が生じているならば，

労働需要は N/=I、/(1-()）m だから

N但凡⇔I'匂（複号同順）
他方， 超過需要が生じているなら ば，労働需要は
N,1=1,-ifvmだから

N,’奎凡⇔I、一l奎に（複号同順）

伸縮的労働 {iJ•······· ···

固定的労働

G<O 

＾ G>l 

／雇用の下方転化

= 
c<o 

G<l 

て消費需要の減少が十分小なら ぱ，有効需要

の減少速度は，投資の減少による生産能力の

減少速度よ り小とな り，超過需要が発生し，

かつ，継続する（定理2, 定理 3)。このよ

うにして超過需要が継続するとき，生産能力

の減少速度は低下する。他方，固定的労働者

従って消費需要は一定率で減少しているから，

投賓の減少速度が適当に低下すれば，有効需

要の減少速度は生産能力の減少速度よ り小と

なり，超過需要はなお継続する。その状態が

継続すれば，やがて，それまで滅少 し続けて

きた予想需要成長率は 1をこえる。そのとき，

投資の増加は有効需要を増加させる効果を持

つものの，同時に生産能力を増加させる。他

方，同時に過剰労働の減少により消喪需要の

減少が生じている。従って，企業家が強気で

投資が十分大となってゆけば超過需要が継続

する（定理4)。その状況で は，超完全利用

される設備が増大しているのだから，完全利

用に必要な労働者が増大し，固定的労働者の

減少とあいまって，早晩，過剰労働が消滅す

る。さらに，企業家が十分強気で，予想需要

成長率が十分大 (G.:;;G..) とな ってい るな ら

G>O 

＾ G <1 

＾ G>O 

G>I 

b>O 

＾ G>l 

時間

r 

図において矢印は現実の雇用を示す。また太線は固定的労働を，細線は min[N/,N,')を示す。なお，

＾ G..dG/dt0 
゜

ば， （超）完全利用成長が持続する（①)。し

かし，企業家が慎重で，予想需要成長率が十

分大となっていない心くら）ならば，再び

超過供給が生じる（③) （定理5)。すなわち，

投資の運動および雇用の連動は，それぞれ，

次の第6図および第7図のよ うになる。

Rのケ ースでは，傾向的な生産低下の中で

景気循環が進行するであろう。20)

本節の内容を命題としてまとめておこう。

（命題 2)「資本主義経済において，設備の

不完全利用が生じるとき，労働者は徐々に解

雇さ れ（労働の固定性），設備が予想需要に

応じて伸縮的に調整されるとする。そのとき，

労働者が十分に固定的であるな らば，初期の

超過供給状態は，早晩， 超過器要状態に転化

する。このことによって，企業家の将来の需

要予想が十分強気になるならば，やがて経済

は（超）完全利用経路を達成する。しか し，

企業家の将来の需要予想が十分なものでない

ならば，上方への運動は永続せず，再び下方

20) Hicks (1)に代表される 「玉突き理論」では，
このよう な場合が見過ごされる。吉田 (12)第8

章参照。
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への述劫が生じる。」21)
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IV 結論

われわれは，以下のことを示した。

安本土義経済において，完全利用成長経路

からの下方乖離が生じたとき，労働者が伸縮

的に涸整されるならば，下方への迎動は継続

し，上）j転化は生じない（第 1節および第II

節）。しかし，設備の不完全利用が生じたと

き，労働者が伸縮的に調整されない（労働(l)

固定性が存在する）ならば，下）iへの運動の

後，上｝i転化が生じる可能性がある（第m
節）。22)

本稿における労慟の固定性と設伽の伸縮性

という組合せは，明らかに強すぎる仮定であ

る。しかし， この仮定のもとでのぶ論が労伯

の伸縮性と設備の固走性の組合せという伝統

的な仮定のもとでのそれと本釘的に相違する

結果をもたらすということは，現実の資本主

義経済の分析にとってきわめて示唆的である

と思われる。

21)通常の理論では，労働者はどのような場合でも

現実の生産にみあって凋整される，と想定される。
しかし，本稿は，特に不況下において，労働者は

このように団整されず，固定的である均合を分析
したわけである。他ガ，瀬岡 (10)は，好況時に

おいて，労慟不足が予想されるとき，前もって予

備労働を雇用するという行動がとられるとき，元

全屈川成長が安定的となりうることを:合証してお

り，典味深い。

なお，若千の補足。

i)設備の耐久期間一期の仮定をはずし，特殊で

はあるが，

｛氏＝晶 (K,:l扉の資本スト ック）
K,+1 =I,'+ (l-d) K, (d:該伍償却率＝一定）

のようにしても，命題 lおよび命題 2は基本的に
成立する。そのとき，鼓価償却率dが大なるほど

上方転化の可能性は人である。

ii)本稿では，通例に従い，労働名に関しては

屈用ものみ消費支出可能と仮定した。ゼミナール
席上，吉田教授は， ィ沿況時における消費支出の安

定性を指摘された。なるほど，種々の理由が考え
られるであろう。例えば，現実には，失業者は退
裁金を受取るのだから，われわれの.1:.方転化の可

能性は強められるであろう。また，政府の支払う

失業手当を導入するとき，特にその預金を新たな
る箕幣J竹発によって行なうならば上記と同様であ

る。

なお，労働者貯蓄を認めると，矢菜者を含め労
慟名は過去の貯蓄から消費支出を行なおうとする

から，当面，消費支出は減少しない。特に，上カ
転化において超過符要が生じると きに強制される

労拗者貯蓄が，有効需淡としてもちこされてゆく

から，上方への運動は強められるであろう。ただ
し，本文では分析の取純化のために，この側面を

無視した。

iii)瀕岡 (8〕で均入された資本家消費が安定

的であれば，労働の固定性が下方への運動を阻止
できなくとも，最低限，資本家梢ffIこよって下支

えされる「床」が＃在する。

iv)「合理的期待仮説」を芍入してみよう。その

とき，

｛三ご'l+1,d

fm= Y,＋1d 

だから（ただし Y、+I Ii t+ 1期Elにおける t+1

期の予思有効需要），

炉 A(t)＇＋喜
「公衆は体系が安定的であると信じる。」という仮

定より A=Oとして

Y,= ”N6' 
l -て9

かくて，この方法による予想がとられたとき，
0期以降，経済は過剰労慟を持つ完全利用経路を

たどりつつ，生産位を低下させ続けることとなる。

「合理的期待仮説」が本稿のような「ケ インズ体
系」に導入されるとき，成長は「外生的要因」（こ

こでは，一定あるいは該少が確定しているとされ
た労働者消費）により決定され，経済は内生的な

上方転化の可能性をもたない，という特殊な性格
を持つことを明らかにしたのは瀬岡(9)である。

われわれは，先の仮定のゆえに「合理的期待」

を用いなかったわけである。
V)通常よく用いられる Harrod＝趾塩型投資関

数（五塩 (6)）を導入してみよう。（ただし， K、+1
=l,+(1-d)K、,O<dく1,d一定）。 単純化のた

めに， 6=1とし，徴分モデルに変換すると，第 6

図の E2点に対応する点の安定性は，次の連立微
分方程式を調ぺればよい。すなわち，g=l/K,固

定的労働者Nが存在しない場合の労働需要をNと

［とご'{窪応8（乎＋g-i）（8>0) 

N>Nザ（→す―¾-) (P'>O) 

K=(g-d)K 
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第 8図
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位相図で表わすと，第8図のようになる。第8図

において，らームーNの右領域では N>iv,左領

城では Nく汀となる。なぜなら，超過需要 (gl

(1-0)>llv)のとき，雇用労働行が N'=K/11w

ならば

N 奎N⇔ KミIIIVF1（複号固舶）
紐過供給 (g/(1-0)~1/v) のとき，雇用労働どが
N,'=gK/111(1-0)ならば

Nd奎 N⇔ gK奎 m (1-0)（複号同順）

容易にわかるように，らは局所的に不安定な点

である。また， われわれの①の経路と類似した P1

..．. 

戸••”・，。 し

g=O 

N=N 

k
 

のような経路が←りえられる。
このように固定的労慟を導入したとき， Harrod

＝置塩型投資関数では，（少くとも局所的には）発

散的循環が生じる。他方，投汽関数をより厳密化
しにわれわれの掛合には，企業家の予想態皮次第

で，種々な逍勁が生じるであろう。
22)本稿は，上方転化は超過需芸rよって生じると

いう想定にもとづいている。ゼミナール席上， 占

ID教授は，「超過供給時における上方転化の,ij能

性」という論点を指摘された。おそらく技術革新
の重要性を暗示するこの問題は，なお今後のわれ

われの研究課題である。




